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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 46(オ)74 原審裁判所名 大阪高等裁判所 

事件名 保障債務履行請求 原審事件番号 昭和 40(ネ)726 

裁判年月日 昭和 47 年 3 月 21 日 原審裁判年月日 昭和 45 年 10 月 27 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 集民 第 105 号 305 頁   

 

判示事項 債権者のする破産宣告の申立と時効中断事由 

裁判要旨 債権者のする破産宣告の申立は、債権の消滅時効の中断事由たる裁判上の請求

にあたる。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。      

 上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

 上告代理人戸毛亮蔵の上告理由について。 

所論の点に関し、被上告人は農薬の製造業者であり、被上告人の訴外Ｄ農薬資材株式会社に

対する債権は右農薬の売掛代金であるから、右債権は、民法一七三条一号に該当し、訴外会社

がその債務を認めて一部の代物弁済をした昭和三五年七月一六日より二年の経過により消滅

時効が完成して消滅するものというべきであるが、右時効の完成前である昭和三六年三月一

三日、被上告人は、上告人に対し、右売掛代金の保証債務に基づく履行請求権につき、奈良地

方裁判所に破産宣告の申立をし、該事件が現に同裁判所に係属しているものであるところ、該

申立は、裁判上の請求として、時効中断の効力を有するものと認めるのが相当であり、そし

て、主たる債務者が保証人と連帯して債務を負担する場合においては、連帯債務者に関する民

法四三四条の規定が適用されるので（同法四五八条）、被上告人が連帯保証人である上告人に

対してした右破産宣告の申立により、主債務者たる訴外会社に対する本件売掛代金債権の消

滅時効も同時に中断され、しかも、右中断の効力は、該破産手続終了まで継続するから、上告

人の時効の抗弁は理由がないとした原審の認定判断は、原判決挙示の証拠関係に照らして是

認するに足り（当裁判所昭和三五年（オ）第六五五号同年一二月二七日第一小法廷判決、民集

一四巻一四号三二五三頁参照）、原判決に所論の違法はない。それゆえ、論旨は採用すること

ができない。 

よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決

する。 

（裁判長裁判官 天野武一 裁判官 田中二郎 裁判官 下村三郎 裁判官 関根小郷 裁

判官 坂本吉勝） 

 

 

※参考：判例時報 664 号 35 頁、金融商事判例 316 号 2 頁 

 


